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トがいることで，より多様な人たちを深く取材
し，より多様な人々に響く言葉や表現方法で情
報を届け，幅広い層の人々の信頼を得る可能
性があるとしている2）。

2020年からの新型コロナウイルスの感染拡
大によって明確になった社会的・経済的格差
に伴う暮らしや命のリスクの格差，同年5月に
黒人男性のジョージ・フロイドさんが白人警察
官の暴行によって死亡した事件を機に広がっ
たBlack Lives Matter（BLM）運動が改め
て問いかけた人種差別の現実，これに先立つ
＃MeToo運動による告発で浮き彫りになった
性暴力やセクハラを「容認」してきた社会。こ
こ数年，世界的に注目されたのは，いずれも
新たに生じた問題ではない。社会で力を持つ
層にとって影響や不利益が少ない，あるいは
不都合な真実を含むために，実態や深刻さが

「正確に，公平に，必要十分な情報を伝える
ことは，多様な視点や経験が欠落していては
できない」。報道における多様性を向上するた
めに，アメリカで長年，ジャーナリストを指導
してきた全米公共ラジオNPRのキース・ウッズ

（Keith Woods）氏の言葉である。メディアに
とって多様性の反映はなぜ重要なのかという筆
者の問いに対し，ジャーナリストが常日頃から
実践していると主張する「正確で公平な報道」
が，それなくしては実現できないことを重要な
理由に挙げた。アメリカのジャーナリストの組
織 SPJ（Society of Professional Journalists）
も取材者が多様な声に耳を傾ける意義について

「多様性とは正確さ（Diversity is Accuracy）」
と説明している1）。一方，イギリスのオックス
フォード大学のロイタージャーナリズム研究所
の調査報告は，多様な背景を持つジャーナリス
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十分に認識されないままとなっていた問題であ
る。その責任の一端はマスメディアにもあり，
メディアは正確に，公平に，情報を伝えるため
に必要となる多様な視点や価値観を反映でき
ていなかったことに今，改めて向き合うことを
迫られている。
「メディアは社会の多様性を反映しているか」

という課題について考える材料を提供すること
をめざしてきた本連載の3回目は，こうした状
況を背景にしたメディアの多様性向上の動き
について，アメリカの動向を中心に報告する。
前出ウッズ氏のインタビュー（2022年2月），
ONA21，ONA22（オンラインニュース協会の
2021・22年の年次総会）でのディスカッション，
メディア各社の発表や調査報告などをもとに以
下のような流れでまとめる。また，マスメディ
ア・ジャーナリズムの研究者で，我々が行った
テレビのジェンダーバランス調査のアドバイザー
でもある東京大学大学院情報学環教授の林香
里氏に，日本におけるメディアの多様性の意義
について話を聞き，今回の連載を締める提言
をいただいた。

1.メディアが責任に向き合うとき

2.相次いだメディアの多様性向上宣言

3.組織とコンテンツの多様性実績の調査・公表

4.多様性向上のためのデータベースやツール

5.なぜ多様性は欠かせないのか

6.日本におけるメディアの多様性の意義

なおメディア研究の対象となる多様性には，
媒体の多様性，ジャンルの多様性，言論面で
の多様性，表象面での多様性など，多くの要
素が含まれる。本稿では，社会を構成する多
様な人々の声や姿，現実や視点がメディアに反
映されていないことが今改めて問題になって

いることをふまえ，コンテンツに登場する人と，
そのコンテンツをつくるメディア組織や取材・
制作者の，人種・民族やジェンダーなどの多様
性を広げるための動きを取り上げる。

1. メディアが責任に向き合うとき

改めて言うまでもないことかもしれないが，
アメリカでメディアの多様性の欠如が問われた
のは今回が初めてではない。遡ると1967年に
全米各地の都市で黒人の市民が蜂起した「人
種暴動」の実状を調べて再発防止策を提言し
た，1968年のカーナー委員会の報告がある。
新聞やテレビが白人の視点からの報道に終始
した問題を指摘し，メディアが黒人の存在や視
点を組織にも発信内容にも反映させるために，
人材の育成や登用に力を入れるよう促した 3）。
50年以上前の委員会の問題提起には，今に通
じる内容が多い。警察をはじめ当局者の情報
に依存して「暴動」による被害を過剰に報じた
こと，日常的な差別や困窮という背景にある現
実の報道を怠ったこと，それが相互理解を阻
み，分断を深めてきたということ。報告はさら
に，報道は黒人が「新聞を読まずテレビも見ず，
結婚や出産も，学校の保護者会に参加するこ
とも，死ぬこともないかのように扱っている」と
も述べている。黒人の取り上げ方の問題を記し
た内容だが，多様な人々の現実を，特定の問
題やテーマだけにひもづけて描き伝えるのでは
なく，包括的に伝えることが必要だという，メ
ディアの発信における多様性の反映のあり方と
して重要な指摘である。

カーナー委員会の報告から半世紀を経た
状況について，ハーバード大学Shorenstein 
Center の報告「カーナーの影で」は，アメリカ
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新聞編集者協会（ASNE）が1978年に，2000
年までにニュースメディアで働くマイノリティー
の割合を人口比と同じにすることを約束したに
もかかわらず，2016年の段階で黒人や中南米系
のジャーナリストの割合は人口比の半分以下，
女性の割合も40％に満たないと指摘した。そ
のうえで，ニュースメディアが政府や企業など
公的組織に透明性を求めるように，メディア自
身の組織の多様性についても透明性を担保さ
せるべきだと提言。カーナー委員会の問題提
起を念頭に，人種やジェンダーの多様性と公平
性をニュースメディアに求めることが必要だと
呼びかけた4）。

＃MeToo運動, コロナ禍，BLM運動を経て，
アメリカでは伝統メディアが，格差や差別を容
認し，助長してきた責任を問う声がメディアの
中からも上がった。こうした動きを受けてニュー
スメディアだけでなく，娯楽コンテンツを制作
する国際的なメディア複合企業も多様性の向上
を打ち出してきた。これについて，前出ウッズ
氏は「メディアは危機があると慌てて対応する
が，しばらくすると熱が冷める」と指摘する一
方，「2年以上，多様性向上の動きが続くのも
私の経験では初めてだ」と述べている。新た
な動きが定着するのかどうか，長年の停滞を
打ち破る前進に結びつくのかどうかを見極める
には時間を要するが，これまでとは違う状況に
あることも間違いない。

アメリカでは人種・民族の多様化が進み，
2020年の国勢調査では，複数の人種的背景を
持つ「multiracial」を選んだ人が10年前の調
査の4倍近い3,380万人，人口の10％に達し，
人種・民族の多様化はさらに進むことが予想さ
れている。メディア以外の分野での女性の社
会進出や，ジェンダーの自認や表象，性的指

向の多様化も進んだ。
技術革新により垣根が取り払われたデジタル

空間で，伝統メディアは，ソーシャルメディア
や音声・動画配信，オンラインゲームなどさま
ざまなサービスと，人々の有限な時間と関心を
奪い合う競争にさらされている。増え続ける選
択肢の中から選んでもらうために，より多くの
人が親近感を抱き，有用であり信頼に足ると感
じる情報源になるべく，多様な人々がそれぞれ

「自分を見つけられる」，あるいは「自分の現実
が反映されている」と感じられるような発信の
あり方を模索している。テレビ制作者にとって
は，国際動画配信サービスが従来の文化や言
語の常識を破るコンテンツで成功したことも，
着想，洞察力，創造力を生み出す多様性がビ
ジネス戦略として有利に働くことを見せつけら
れるものとなった。こうした環境の変化に対応
できるかどうかに将来への生き残りがかかって
いるという点で，メディアには「責任に向き合
う」ことだけにはとどまらない危機感と動機づ
けも生じている。

2. 相次いだメディアの多様性向上宣言

2020年から2021年にかけて，国際展開す
る大手メディア複合企業のComcast（傘下に
NBCUniversal），Disney（傘下にABC），
Paramount（旧ViacomCBS）などが相次い
で多様性向上を宣言し，新たな戦略を発表し
た。それぞれの傘下にあるテレビ3大ネットワー
クも個別に組織やコンテンツの多様性向上の具
体的な目標などを示した。

また，新聞最大手のNew York Timesは
2021年，半年以上をかけた社内での聞き取り調
査の結果，多様な人材が編集幹部ポストに登
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用される道が開かれているとはいえず，1人1人
が十分に力を発揮できる環境もなかったなどと
して，組織文化を改めることを宣言した。

公共メディアでは，全米公共ラジオNPRが
2020年，BLM運動が始まる直前に多様性の
反映を組織目標に掲げ，これに沿った情報公
開を進めており，各地の公共テレビに番組を配
信する公共放送サービスPBSも2021年，多様
な制作者の参加を阻む障壁を取り除くためのメ
ンタリングや現場経験を積む機会を提供するプ
ログラムを発表した。

2-1　トップの決意表明と
　　  経営戦略への位置づけ

アメリカのメディアの動きに見られる1つの特
徴はトップによる決意表明である。Comcastの
CEO，ブライアン・ロバーツ（Brian Roberts）
氏は2020年6月に「言葉を行動に変えていく」
と述べて，人種やジェンダー，性的指向や障
害を理由にした差別や不公正をなくしていくた
めに，フリーランスのメディア制作者支援や
ジャーナリズム教育，デジタル格差の解消など
幅広い分野に1億ドルを拠出することや，組織
の中で多様な人材の登用を促進し，NBCテレ
ビなど傘下のメディアの発信でも黒人の声や物
語に光を当てることなどを約束した。

CBSテレビの親会社，ParamountのCEOロ
バート・バキッシュ（Robert Bakish）氏は2021
年10月，「固定観念を改め，意味のある変革を
もたらすために，メディアがどう力を発揮でき
るかを追求しなくてはいけない」「すべての人
種，ジェンダー，性的指向，信仰，能力を人
間性と深みをもって描くことに取り組む」と表明
した。さらに，これは企業として最も重要で意
味のある仕事だと強調し，「多くの課題の1つと

して，縦割りのバラバラな対応をとるだけでは，
もはや足りない。すべての事業活動を通した体
系的な変革を迫られている」と述べ，コンテン
ツの内容，制作のプロセス，組織の文化を変
えていくことを約束した。

NPRでは2019年に会長に就任したジョン・
ランシング（John Lansing）氏が，公共ラジオ
のオーディエンス層が従来のファンである中高
年・中高所得層の白人にとどまっていることに
危機感を示し，アメリカ社会の多様性に近づけ
ることがメディアとしての存続に必須の課題だと
表明。2020年，オーディエンス，組織，コンテン
ツの3つの面の多様化を最優先課題に位置づ
け，2023年までの3か年戦略目標を設定した。

2-2　担当役員の配置や多様な人材の登用

トップの決意表明とあわせ，組織横断的に
多様性の向上を統括する担当取締役やこれに
準ずる幹部ポストに「Chief Diversity Officer」
や「Chief Inclusion Officer」を配置する企業
も増えた。多様な人材の採用，管理職・幹部
ポストへの登用などについても数値目標を示す
事例が増えている。

メディア複合企 業の中ではComcastと 
Disney が早くからChief Diversity Officer
を任 命。C omca st はさらに 役 員クラス ， 
幹部，管理職，一般社員とすべての職位で
女性を50％，有色人種を33％に増やすとい
う目標を示している。2020年には，NBC，
MSNBC，CNBCを擁するComcast傘下の
NBCUniversal Newsのトップに就任したセ
ザール・コンデ（Cesar Conde）氏が，報道
部門でも女性と有色人種を要員の50％に増や
すことをめざすと表明し，同年12月，黒人とし
ても女性としても初めてMSNBCのトップにラ
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シーダ・ジョーンズ（Rashida Jones）氏を指
名した。

人材の登用という面では，このほかDisney
傘下のABCでも，2021年5月にキンバリー・
ゴッドウィン（Kimberly Godwin）氏が，黒人
としては初めて3大ネットワークの報道部門の
トップに就任した。新聞業界でも，同年1月に
Miami Heraldの統括編集長に黒人女性のモ
ニカ・リチャードソン（Monica Richardson）
氏が，同年6月には，Washington Postの統括
編集長に前AP通信編集長のサリー・バズビー

（Sally Buzbee）氏が就任し，大手報道機関
の相次ぐ女性のトップ就任としても注目された。
多様な人材がトップに就任することについて，
New York Timesのパブリックエディターを経
てWashington Postのメディア評論コラムニス
トになったマーガレット・サリバン（Margaret 
Sullivan）氏（2022年8月末でコラムニスト引
退）は，「メリットはこれだと言うのは難しいとこ
ろがあるが，間違いなくある。それは異なる視
点の価値を理解し，あらゆるジェンダーや人種
の人材を育み，伝統に縛られない柔軟な姿勢
を持つことである」と述べている。

2-3　多様な制作者に広く門戸を開く試み

外部人材が多く働く制作部門での人材登用に
おける数値目標設定も，一連の動きの中で目立
つ特徴である。CBSは2020年，2021-22年度
のテレビ番組開発予算の4分の1をBIPOC（黒
人，先住民族，有色人種）が参加するプロジェ
クトに支出し，脚本家チームについても40％，
トークショーやリアリティーショーなど脚本家が
いない番組では出演者の50％をBIPOCとする
目標を定めた。

Disney傘下でドラマなどを制作するABCの

エンターテインメント部門も2020年9月，制作
責任者やプロデューサー，制作チームや脚本
家，出演者，それに番組のテーマや物語など
番組制作のあらゆる分野に，これまで登用され
ることが少なかった人 （々underrepresented 
groups）を一定の割合で登用・採用するよう求
める数値目標を示した。オンスクリーン（番組の
内容や出演者），オフスクリーン（脚本家や制
作者）の両方における多様化を求める内容に
なっている。

さらに，従来のルートではメディアの仕事を
する機会がなかなか得られなかった人たちの
参加の障壁を取り除くためのプログラムも増え
ている。大学を卒業していない，通常の採用や
提案募集への応募資格条件を満たさない，頼
ることができる人脈もない，といった人たちが，
▷制作現場に入って経験を積む機会を設ける，
▷研修やメンタリングを受けられるようにする，
▷技術の習得や制作活動を助成する，といっ
た動きである。Paramountは人材育成プロ
グラム「Content for Change Academy」を，
NBCUniversalは黒人やヒスパニック，先住
民族の学生が多い大学などと提携して，報道
の仕事について学ぶ機会を提供する「NBCU 
Academy」を設けた。またWarner Bros . 
Discoveryは2021年，傘下のHBOの既存プロ
グラムを拡大した「Warner Bros. Discovery 
Access Writers Program」を発足させた。そ
の一環として障害者やトランスジェンダー，イス 
ラム教徒のコミュニティーのためのワークショッ
プ「Access Early Career Bootcamp」など
を実施している。
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3. 組織とコンテンツの多様性実績の
　 調査・公表

こうしたトップの決意表明や，戦略，新規プ
ロジェクトなどは，実質的な効果を上げるのか，
取り組む姿勢を見せるだけのPRに終わらない
のか，という疑問もわく。そのために重視され
ているのが，実績の公表による透明性の担保
である。具体的な目標にあわせ，進捗状況が
継続的に発表されていれば，実際の進展につ
いて，一定の確認が可能になる。アメリカでは
大学の研究者などにより1990年代からオンスク
リーンの登場人物とオフスクリーンの人材の多
様性の継続的な調査研究が複数の大学の研究
チームによって行われてきた 5）が，近年は企業
自身による実績報告も増えている。

3-1　大手メディア組織の実績発表

Comcastは組織全体の役員と社員，傘下の
NBCUniversalの番組や報道に登場する人物，
その制作者に占める女性や人種・民族の割合を
公表し，Disneyは傘下のすべての制作部門に
おいて娯楽番組などの主役，監督，プロデュー
サーや脚本家，報道番組の司会者や出演者な
どの男女比，人種・民族の割合を発表している。

報道系では，New York Times，Washington 
Post，NPRなどが，過去3〜6年のスタッフと管
理職のジェンダーや人種・民族の比率の経年変
化を公表している。そのデータを見ると，女性
の割合，有色人種の割合はいずれも徐々に増
え，女性については全スタッフ，管理職ともに
半数に近づいているか，逆転しているところも
ある。

PBSでは，メンバー局が作成し，PBSチャン
ネルで放送している番組について，BIPOCが

出演者として起用されている割合，プロデュー
サーやディレクター，脚本家などとして制作に
加わっている割合を公表している。こうした実
績などをもとに，日本との比較も可能なものとし
て，本稿では女性の割合を示すデータを，アメ
リカのメディアを中心に表1にまとめた。

ただ，事業者による実績の公表は，大きな
組織全体の概要であったり，定義づけがさま
ざまであったりと，比較は難しく，現場の実態
に迫ることは難しいという批判もある。韓国系
アメリカ人のドキュメンタリー作家で，PBSで放
送されたアジア系アメリカ人の歴史を振り返る
シリーズ番組などの制作を担当したグレース・
リー（Grace Lee）氏は，ポッドキャスト番組

『Viewers Like Us』を通してPBSの多様性
の問題を指摘し，明確なデータが開示されな
いことへのフラストレーションを表明している。
きっかけは，フォード財団の招きに応じた寄稿
だった。2020年，財団は文化芸能やドキュメン
タリー，ジャーナリズムにおける公平な将来を
実現するための提言を要請。リー氏は，PBS
のドキュメンタリーの時間枠，予算枠のかなり
の部分が，白人の著名なディレクターに提供さ
れてきたことに疑問を呈し，黒人，アジア系ア
メリカ人や先住民族など多様な制作者にも公
平にチャンスが与えられるべきだと訴えた。こ
れに賛同したドキュメンタリストやメディア関係
者とともに，過去10年間にPBSが放送したド
キュメンタリー作品のうちBIPOC作家が制作
した番組の時間数や予算枠の割合などを示す
ように求めたが，まだ回答を得られていないと
している。これは1つの例だが，メディア各社
が実績の発表を始めたものの，公表されるデー
タは限られ，実態を把握するには必ずしも十
分ではないことを示している。
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3-2　取材対象の多様性点検とモニタリング

ここまでに紹介した事例は企業が対外的に
実績を強調する色彩が強く，大きな組織全体
の概要を示すものである。これに対し，よりミ
クロなレベルで，取材者・制作者自身が自分た
ちの取材に偏りがないかを把握するための試み
として最近広がっているのが，取材対象の多様
性の点検（Source Diversity Audit）と多様性
のモニタリング（Source Diversity Tracking）
である。公共ラジオや地方紙，非営利オンライ
ンメディアなどが，報道のコンテンツを中心に
実施している。

これについてサンフランシスコの公共ラジオ・
テレビKQEDのキー・スン（Ki Sung）氏らは

「なぜ，すべての報道機関が取材対象を点検す
べきか」という記事で，その理由について「誰
がコミュニティーを代表して話をする機会を得
ているのか，誰の視点が取り上げられているの
か，放送に登場して何十万人ものリスナーに話
を聞いてもらっているのは誰なのか，我々が公
平に，正確に，真実に基づいて伝える努力を
しているつもりでも，数

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

えてみなければわから
な
・ ・

い」（傍点引用者）と述べている6）。偏ってい
ないつもりでも偏っているかもしれない，それ
はデータとして可視化しないと確認できないと
いうことである。

取材対象の多様性の点検，多様性モニタリ
ングの調査の手法はさまざまで，点検する対象

表 1　メディアの従業員やコンテンツにおける女性の割合

国 メディア名

組織

報告書

ニュース・報道 報道以外の制作部門
（映画含む）

備考役員級
DEI

担当ポスト
管理職 組織

全体
出演・

取材対象者
取材・
制作者 出演者

制作者全般
（プロデューサー/

監督/脚本家）

アメリカ

Comcast
（NBC含む） 〇 43 36 〇 53 46 40 28

NBC, MSBNC, CNBC NBCUniversal全般
Disney

（ABC含む） 〇 43 50 〇 34 38 47 （38/42/43） アメリカ以外も含むABC，ESPN Disney全般
Paramount

（CBS含む） 〇 49 49 〇 － － － － アメリカ以外も含む

WarnerMedia 〇 48 46 〇 － － 36 28 アメリカ以外も含む
（2020年）

Netflix 〇 51 52 〇 39 （37/28/36）
アメリカ以外も含む
（「組織」2020年，
その他2018-19年）

NPR（公共ラジオ） 〇 55 54 〇 40 － － － 「組織」2022年
PBS（公共テレビ） 〇 49 54 〇 － － － －

カナダ CBC（公共放送） － 63 49 〇 － 56 － － 「取材・制作者」2020年
オーストラリア ABC（公共放送） － 52 55 〇 － － － －

イギリス BBC（公共放送） 〇 48 50 〇 － － 54 －

ドイツ ZDF（公共放送） － 42 50 － 34 － － － 組織はProQuote Medien，
ニュース報道はNdM

フランス FTV（公共放送） － 40 45 － － － － － 2020年

日本

NHK 〇 12 21 － 23 － － －
日本テレビ － 16 － － 33 － － － 2022年
テレビ朝日 － 16 23 － 28 － － － 2022年

TBS － 14 23 － 36 － － － 2022年
テレビ東京 － 20 28 － 26 － － － 2022年
フジテレビ － 22 27 － 27 － － －

※「備考」欄に記述がなければ2021年の実績。「報告書」はウェブサイト上の詳細報告を含む。「取材・制作者」は技術者などを含む場合もある。日本の
「役員級DEI担当ポスト」はウェブサイト上の役員情報に記載があるもののみ。フジテレビの「管理職」「組織全体」はNHK放送文化研究所の問い合わせ
への回答より　※網かけした枠は外部調査参考情報。 日本の「出演・取材対象者」は，2021年度のNHK放送文化研究所の調査（対象：21〜23時台のニュー
ス報道番組　10日間分のべ60番組）より　※数字は小数点以下四捨五入。表の「－」は公表データなし，「＼」は該当なし

（%）
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を番組や記事に登場した人物に絞っている場合
もあれば，発言の引用をしなくても取材者が話
を聞いた人すべてを含めている場合もある。こ
れは視聴者や読者が見聞きする登場人物のバ
ランスを重視している事例がある一方で，取材
者自身がどのような人たちの声に耳を傾け，情
報源としているかの把握に重点を置いている
場合もあるということである。調べる指標はメ
ディアごとに，活動する地域社会の特性などに
あわせて決めることが多く，ジェンダーと人種・
民族のほか，LGBTQなど性的指向，言語文
化的背景，取材地域を含めている場合もある。
以下，いくつかの具体事例を紹介する。

 全米公共ラジオ NPR  

多様性の点検を早くから取り入れてきたのが
NPRである。2013年から前出ウッズ氏の提案
で，主要な報道番組のゲストや取材対象となっ
た登場人物の

△

人種・民族（白人，黒人，中
南米系，アジア系，先住民族など），

△

ジェン
ダー（当初は女性と男性，2018年度からは「ト
ランスジェンダー/どちらでもない」を追加），

△

地域分布，を取り上げたテーマなどとあわせて

図1　NPR取材対象の人種 民族（2019年 番組別）

（中東系・先住民族・複数の背景を持つ人などについては筆者が合算）

（図1〜3はNPRウッズ氏提供のグラフをもとに作成）

※ワシントン以外は州

図2　NPR取材対象 性別（2019年 番組別）

図3　NPR取材対象 地域別
（2019年 アメリカ国内2%以上）

調べ始めた。最初は調査班をつ
くり，その担当者が，リスナー
が多い代表的な番組について，
年度の四半期ごとに数日ずつ選
び，その日の放送内容のサンプ
リング調査をすることから開始
した。結果を取材制作スタッフ
に周知して偏りがあれば注意喚
起するとともに，パブリックエ
ディターが記事にするなどして公
表してきた。図1 ～ 3はウッズ
氏が全スタッフに送った2019年

中東系・先住民族・複数の背景
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のデータの一部である。
2020年からは各番組がおのおの継続的に

数えるモニタリングを行うようになり，2021年
には，原稿を登録するコンテンツ管理システ
ム（CSM）の中に取材対象のデータを記録する
DEXというソフトを開発した。これにより日常
的に取材対象の偏りを検証し，機動的に見直し
ていくことをめざしている。

調査結果の公表についても，2022年からは
記事としてではなく，NPRウェブサイトの多様
性戦略や実施状況の説明に「私たちのニュー
ス取材対象モニタリング（Our News Source 
Tracking）」という項目を追加し，アーカイブ

で探さなくても見つけられる場所に掲載するよ
うになった。「現在の取り組みの内容」「スタッフ

（の多様性）」などとあわせて掲載している。現
時点では，3つの主要番組について2018年か
らの経年変化を表すデータで，白人以外の人
種や民族，女性の割合のいずれもが増え，一
定の効果を上げているようにうかがえる。しか
し，例えば白人以外の人たち，特に黒人は人
種問題を取り上げる際に出演していることが多
いなどの偏りもあることを明らかにしている。掲
載データの一部を図4 ～ 7に示す。

NPRは，取材した人たちから背景や属性の
情報を聞き取る際にどのように話しかけるべき

図4　NPRの主要番組に登場した人の人種 図6　NPRの主要番組に登場した人のジェンダー

図 5　NPR の主要番組に登場した人　
ニューステーマ別有色人種の割合

図 7　NPR の主要番組に登場した
市民・専門家のジェンダー・人種割合

（図4〜7はNPRウェブサイト掲載のグラフをもとに作成）
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かを記した「多様性について聞き取るためのス
クリプト」もつくっている。取材が終わったあと
に確認するように促しているもので，次のような
質問が含まれる。
・自分のジェンダーをどう表現しますか 
・自分の人種や民族をどう表現しますか 
・年齢を教えてください 
・どこに住んでいますか 
・より多様な人 を々取材するために力になってく

れる組織を知っていますか 
ジェンダーや人種・民族といった立ち入ったこ

とを聞くため，スクリプトには，質問をする前に
「より多様な人々の声を発信に反映させるために
データを集めている」と言うこと，回答したくな
ければそう言ってほしいこと，などを説明する
文章も含まれている。このスクリプトは「NPR 
Training」のウェブサイトに掲載されており，
NPRメンバー局の地方公共メディアの記者らに
も使われている。

このほか質問の最終項目にあるように，多様
な背景を持つ専門家や人材を知らないか，取材
相手からも聞くなど日常的に探すよう努め，実
際に取材した人たちを中心にリストアップした
データベース『Diverse Sources Database』を
つくり，誰もが活用できるように公開している。

 地方の公共ラジオ  

アメリカ各地のNPRメンバー局の公共ラジ
オ・テレビ局も個別の点検を開始し，その結果
を定期的に報告するようになっている。2015年
からシアトルのKUOW，2018年からフィラデ
ルフィアのWHYYとテキサス州オースティンの
KUT，2019年からウィスコンシン州のWPR，
2020年から前出サンフランシスコのKQED，
2021年からミネソタ州のMPRなどが相次いで

調査を開始。結果を取材・制作現場にフィー
ドバックするとともに，ONAの年次総会など
ジャーナリストをはじめメディア関係者が集まる
会議などで報告し，データがまとまったところ
でウェブサイトに公表している。

このうち，KQEDは2020年に外部の調査会
社に委託し，前年8月から同年7月までの間に
ラジオ，テレビ，オンライン，ポッドキャストの
番組のサンプル調査を行い，登場した人の性
別や人種・民族，地域分布，年代，職業，登
場する分野や枠組み（その日のニュースか，企
画や特集かなど）を調べ分析した。その結果，
全体としては，性別では女性が約49％，人種
別では白人以外が49％と，高い割合を占めた
が，例えば職業に関して性別で見ると，学識者，
政府・行政関係者では女性が40％未満，人種
別で見ると，白人以外では学識者が30％未満，
政府・行政関係者，ジャーナリスト，弁護士が
40％未満にとどまった。このほか，番組や取り
上げるテーマ，媒体によっても偏りがあったとし
ている。

ウィスコンシン州のWPRは2019年から調査
を始め，2020年，2021年に結果をウェブサイ
トで報告している。それによると，調査は記者
などスタッフを含め，放送に登場したすべての
人を対象にした。方法としては，スタッフ以外
の取材対象については取材担当者がメールアド
レスをコンテンツ管理システムに登録し，これ
をもとに調査担当者が調査の理由の説明とあ
わせた質問表をメールで送り，得られた回答を
登録して集計分析している。理由に共感する人
も多いためか，質問表を送った人の50％程度
から回答が得られているという。さらに，多様
な取材対象の情報を1か所に集め，いつでも
活用できるように運用する「取材対象情報司書
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（Source Librarian）」の役割を設け，日常的
にも取材候補者を探している。2年間で女性の
割合は48.8％から49.3％に微増，白人以外の
黒人，ヒスパニック系やアジア系の人の比率は
14.5％から19.1％に増えたと報告している。

こうした経年変化のデータはまだ少ないが，
オースティンのKUTは2018年1 〜 3月に行っ
た第1回の調査結果と，同年10月から翌2019
年9月，2020年1 〜 6月のデータを公表してお
り，それによると女性の割合は31％から40％，
42％と徐々に増えている。また第2・3回の調
査では，取材者の性別とひもづけた取材対象
の性別を分析しており，それによると男性取材
者の取材対象に占める女性の割合は，1回目の
調査で35.0％，2回目は38.6％と，女性取材者
の49.0％，47.8%に比べてかなり低かった。政
治など男性の取材対象が多い分野を担当する
記者に男性が多いことも影響しているというが，
取材者の多様性に取材対象の多様性も左右さ
れる可能性を示唆する結果である。

 新聞・オンラインメディア・業界組織  

公共ラジオ以外でも，地方紙や非営利のオン
ラインメディアを中心に取材対象の多様性を点
検する試みが広がっている。

USA Todayのほか45の州に地方紙などを
所有する地方紙所有大手Gannettは，2021年
に取材対象者の地域分布を調べ地図上に可視
化するシステム「Content Diversity Dash-
board」を作成した。取材者がGPSを内蔵した
スマホの位置情報サービスなどから得た居場
所の緯度・経度を記録できるジオタグ機能を活
用し，取材をした地点のジオタグを記事に付加
してコンテンツ管理システムに登録する。これ
を国勢調査からわかる地域の人口構成などの

特徴とあわせて見ることができるようにしてい
る。例えば都市部の比較的裕福な白人が多く
住む地域に取材が偏っていないかなど，実態
を検証して偏りがあればそれを明らかにし，取
材対象を広げる手がかりになっていると報告し
ている7）。

東部ペンシルベニア州フィラデルフィアの地
方紙 Philadelphia Inquirerは 2020年，地
元のテンプル大学メディア情報学部の研究者
に委託して多様性の点検調査「Diversity and 
Inclusion Audit」を行った 8）。

同紙は約200年の歴史があり，ピュリツァー
賞も授賞するなど報道の質の高さで知られる
新聞だが，ヘッジファンドなどによる幾度もの
買収・転売と要員削減を経てきた。2016年に
Comcast創始者が設立した非営利のLenfest 
Institute財団の所有になり，その後は本誌
でも取り上げた課題解決型の地域ジャーナリ
ズム連携に参加するなど 9），先進的な取り組
みも行っている。しかし，2020 年，BLMの
抗議行動の最中に起きた市街地の建物被害
を取り上げた記事に「建物も大切（Buildings 
Matter, Too）」という見出しをつけたことが厳
しい批判を招き，内外から白人中心の視点を
問われた。これを受けて組織の文化や報道の
ありようの大幅な見直しに着手し，取材対象
の点検調査もその一環として行われた。

2021年に発表された同調査の報告書による
と，2019〜20年にかけての1年間の記事や画
像コンテンツから42日分，およそ3,000件を無
作為抽出し，記事で取り上げられたのべ1万
4,416人について記事のテーマや取材者などと
あわせて集計・分析。その結果，女性は取材
対象の20％余りにとどまり，都市部の人口の
約44％を占める黒人は取材対象の約26％と少
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なく，それもスポーツ関係が半数以上を占める
ことなどがわかった。また，この調査でも全体
平均に比べて男性の記者は男性を取り上げてい
ることが多く，白人の記者が取材した記事では
白人を多く取材していたという結果が出ている。
女性の取材者，また，多様な取材者を含む取
材班ほど，女性や白人以外の取材を多くしてい
たとしている。これは前出KUTの調査とあわ
せ，コンテンツの多様性と取材・制作者の多
様性に相関関係があることを示唆している。

この調査では取材編集スタッフのインタビュー
も行い，これもふまえた勧告として，

△

取材対
象の多様性のモニタリングを継続的に行うこと，

△

取材テーマの選別から記事の編集まで多様
な視点の反映を意識すること，

△

エンゲージメ
ントを通して多様なコミュニティーとの関係を築
き，理解を深めること，

△

あらゆる取材分野や
役職に多様な視点が反映されるよう，組織の公
平性と文化を見直すこと，などを挙げている。
さらに半年後にその進捗状況を報告している
が，この中では，対策の1つとして，記事の編
集にあたってデスクが見るだけでは内容の偏り
や問題に気づかない場合があるため，コミュニ
ケーションツールのSlackを使った「コンテンツ
相談チャンネル（Content Consult Channel）」
を設けたことを記している。縦割りだった組織
内で広くほかの部局やチームにアドバイスを求
めたり，意見を交換したりできるようにするチャ
ンネルづくりはほかのメディアでも行われてお
り，取材対象の日常的なモニタリングと組み合
わせた効果が知りたいところである。ただし，
運用にあたっての課題としては，もとから多様
性が低い組織では，アドバイスできる知見を持
つ人材が少なく，一部の人たちに過重な負担
がかかることや，かえって問題のある内容を承

認する場になりかねないこと，なども指摘され
ている。

このほか教育専門の非営利オンラインメ
ディアChalkbeatのキャロライン・バウマン

（Carol ine Bauman）氏は2021年，自らの
コンテンツの多様性の点検を行うだけでなく，
ミズーリ大学Reynolds Journalism Insti-
tute（RJI）と協力し，同様の試みを行ってい
るニュースルームのジャーナリスト14人から
聞き取り調査を行い，得られた知見を共有し 
た 10）。それによると，

△

あとから点検をするよ
りも，日常的にモニタリングを行うほうが正確
でインパクトもある，

△

モニタリングを継続す
るためには質問をできるだけ簡単にする，

△

得
られたデータをどう生かすかをあらかじめ話し
合っておく，また，

△

こうした取材対象の多様
性の把握をより大きな多様性戦略の中に位置
づける，といったことを勧めている。Bauman
氏らのチームは2022 年，継続的なモニタリン
グをより容易にするツールも開発し，試験的
な提供を始めた。

科学ジャーナリズムの分野でも，コロナ禍
の報道でピュリツァー賞を受賞したAtlantic
誌のエド・ヨング（Ed Yong）記者が2018 年
に「2年をかけて自分の記事のジェンダーの偏
りを見直した」という記事で，科学者や医師な
ど理科学系の優れた女性の専門家は探せば
いるにもかかわらず，見過ごされている問題を
提起した 11）。2022年には全米科学記者協会

（National Association of Science Writers）
がモニタリングの手法やデータの活用方法を話
し合うワークショップを行い，さらに同年，科
学・環境・医療の取材を支援する非営利組織
The Open Notebookがモニタリングの手引
きも出している12）。
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4. 多様性向上のための
   データベースやツール

前章でもふれたが，NPRやメンバー局など，
メディア各社は，多様な背景を持つ専門家など
を登録したデータべースを運用するようになっ
ている。「適切な人がいない」「探す時間がな
い」といった理由で，「いつものあの人」を頻繁
に登場させることになってしまわないよう，女性
や多様なジェンダー，人種・民族などの背景を
持つ専門家や社会問題の当事者などを日常的
に探し，リストをつくっておくというものだ。広く
メディアやジャーナリストが活用できるよう，リス
トを公開して情報を共有し，追加すべき人の推
薦を呼びかける例も増えている。NPRのように
ジャーナリストが中心になってまとめている場合
と，研究者が中心になってリストをつくってい
る場合とがある。このうちNPRのデータベース
の特徴は，人物の肩書や専門・活動分野や連
絡先だけでなく，放送したインタビューの一部
の音声を掲載し，どのような話を聞くことができ
るかがわかるようにしていることである。日本で

も，メディアに一度出演し，そのときに印象に残
る話をしていればほかのメディアが取材に来る
ことがある。そうした可能性も念頭に，より活
用しやすいかたちで情報共有をしているものと
いえる。こうしたデータベースの事例を表2にま
とめた。

このほかモニタリングの負担を軽減するため，
情報の収集や管理を容易にするシステムやツー
ルを開発し，メディアに有償・無償で提供する
動きも出てきている。取材対象の連絡先を登録
すれば自動的に質問を送り，回答を記録する，
あるいは記事内容からの取材対象の属性分析
などを自動的に行い，コンテンツ管理システム
に記録する，といったツールである。

△

先に紹
介したChalkbeatとミズーリ大学ジャーナリズ
ム校RJI，

△

ワシントンにあるジャーナリズムの
シンクタンクAmerican Press Institute，

△

サ
ンタクララ大学Markkula Center for Applied 
Ethicsのチーム，などが試験運用を始め，参
加者を募っている。取材対象の個人情報の管
理はどうするのか，AI分析がどこまで正確なの
か，といった課題もあり，成果の発表もまだな

データベース名称 専門分野・特徴 専門家の国・
地域 作成者 URL

Diverse Sources Database 音声ファイル掲載 アメリカ 全米公共ラジオNPR https://training.npr.org/sources/

Diverse Sources 科学・健康・
環境分野中心 アメリカ中心 ジャーナリスト・

ウェブ開発者 https://diversesources.org

Diverse Sources N.J. 地域の専門家 ニュージャージー
州

NJ州立大学と
地元メディア https://www.diversesourcesnj.com

WMC SheSource 全般 アメリカ中心 Women’s Media 
Center https://womensmediacenter.com/shesource

Informed Opinions 女性・多様な
ジェンダーの人々 カナダ Informed Opinions https://informedopinions.org/find-experts/

Women Also Know Stuff 政治学 アメリカ中心 女性政治学者 https://womenalsoknowstuff.com
Women Also Know History 歴史学 アメリカ中心 女性歴史学者 https://womenalsoknowhistory.com/search/

Interruptrr 外交・安全保障・
経済・科学技術 米英中心 女性研究者 https://interruptrr.com/expert-lists/

gage.
（500 Women Scientists） 科学技術 世界 女性科学者 https://gage.500womenscientists.org

INTERVIEWHER 平和・紛争・
安全保障 世界 Nobel Women’s 

Initiative https://interview-her.com

表 2　多様な取材対象のデータベース事例
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いが，日常的に取材対象の多様性をフォローす
ることの重要性が一部のメディアだけの認識で
はなくなっていることを示すものといえる。

同じ北米のカナダでは，女性や多様なジェ
ンダーの人の声を届けることをめざすジャーナリ
ストらがつくる非営利組織Informed Opinions
がサイモン・フレイザー大学の技術協力を得て，
同国の主要なテレビや新聞のオンラインニュー
スに登場する人物の性別をAIでモニタリングす
る「Gender Gap Tracker」を運用している13）。
常時，結果をウェブサイトで公表するとともに，
このために開発した言語処理プログラムなどを
GitHubで公開している。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

以上，アメリカの動きを中心に，メディアが
多様性の反映を戦略やミッションの柱に据え，
オンスクリーン，オフスクリーンの両面で多様性
を向上させるために何をしているかの実例を紹
介した。次章では，なぜメディアは多様性を反
映すべきなのかを改めて考える材料として，長
年取り組んできた専門家の話を紹介する。

5. なぜ多様性は欠かせないのか
　  ～長年，多様性向上に取り組んできた
　　　　　　　  ジャーナリストの視点～

NPRの多様 性向上戦略の責任者，Chief 
Diversity Officerであるキース・ウッズ氏は，
アメリカで30年以上，報道分野における多様
性の問題に関わってきた。

ウッズ氏は，アメリカ南部，奴隷として働
かされた人々の子孫である黒人が多く暮らす
ニューオーリンズで生まれた。黒人が生んだ音
楽であるジャズ発祥の地でもあり，2005年に

ハリケーン・カトリーナの高潮による洪水で多く
の黒人の低所得層の命や暮らしが奪われた街
でもある。ウッズ氏はここで新聞記者・編集者
として働いたあと，1995年から15年にわたり，
国際的なジャーナリズムの教育・研究機関，ポ
インター研究所でメディア幹部やジャーナリス
トに人種問題や多様性への配慮，その意義な
どについて教えた経験を持つ。その後 2010年
にNPRに移り，多様性の向上に重きを置いた
人材育成を担当してきた。ウッズ氏へのインタ
ビューは，2022年3月にNHK放送文化研究所

（以下，文研）が主催した「文研フォーラム」の
ために行った。内容は，紙幅の制約とわかり
やすさのために編集している。

正確に，公平に，必要十分な情報を
伝えるには多様な視点や経験が欠かせない

ジャーナリストはいつも市民に対し，私たち

は正確な情報を伝えている，と主張していま

す。必要十分な情報を公平に伝えていると。そ

れは私たちの仕事の核となることです。しかし，

視点や経験，知識に欠落があれば，正確に，

公平に，必要十分な情報を伝えることはできま

せん。このことがわからなければ多様性の意義

も理解できないかもしれません。

キース・ウッズ氏（NPR）
           Photo: Stephen Voss/NPR
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あなたは正確で，真実に基づき，必要十分

で，公平なジャーナリズムを提供することが，

あなたの存在意義だと信じていますか。そう信

じているならば，多様性が不可欠だということ

は納得できるはずです。ただ，もう1つ理解し

てもらう必要があるのは，これは組織だけの問

題ではないということです。その中にいる1人1

人，あなたも問題の一部だということ，皆が取

り組まなくてはいけない課題だということが腑

に落ちないといけない。それが難しいところで

す。

誰もが生きてきた経験に基づくバイアスを
持っていることを自覚する必要がある

私たちは仕事のあらゆる場面で，毎日のよう

にいろいろな判断をしています。判断する際に

は何かを材料にしているわけですが，それを意

識も検証もせずに行っていることが多い。自分

では客観的な判断をしている，と思い込んでい

ます。

ここで自覚が必要なのは，例えば，私はアメ

リカ南部出身で貧しいブルーカラーの労働者の

家庭で育った63歳の黒人の男性だということ

です。異性愛者で，結婚している。これは私

が生きてきた現実です。その私には，例えば中

国系移民の立場を理解できるような経験はあり

ません。イスラム教徒の女性が何を大切に思う

かもわかりません。ある程度，学ぶことはでき

ますが，それをおのずと備えている人とは違い

ます。このために気づかないこともあり，取り

上げる機会を逸する題材も少なくないでしょう。

あるいは，理解が及ばず，取り上げ方を間違え

ることもあるかもしれません。つまり，十分な

情報を持っていないために不正確な報道をする

おそれがあるということです。

だから，イスラム教徒の女性を含め，多様な

人材を採用することが大事なのです。ただし多

様な視点を伝えるのは彼らだけの責任ではあり

ません。同時に皆が知識を広げ，理解を深める

トレーニングをすることも重要です。さらに，よ

り柔軟に，異なる視点や発想に耳を傾ける姿

勢も必要です。このどれか1つだけ実行すれば

よいというものではありません。

格差のある社会を反映することではなく，
多様な視点を伝えることが報道の役割

組織で働く人たちの多様性，コンテンツの多

様性，いずれもこれが正しい割合だという数字

があるとは思っていません。社会の人口構成は

１つの指標になります。しかし，多様性を考え

るときに常にめざすべきなのは，より包摂的な

組織やコンテンツをつくることだと考えていま

す。

例えばNPRでは女性の職員の割合が55％

です。人口のおよそ50％が女性だとすると，ほ

ぼ妥当なところにいると思います。それがわか

れば，次は幹部職員に占める女性，政治取材

に携わる女性の割合を増やすといった次の課

題に注力できます。

一方で，ある分野の専門家の80％が男性で

ある場合，取材する専門家の80％を男性にす

るということではありません。視聴者が放送に

接する時間は限られています。社会の実態に

あわせた場合，男性以外の専門家を見るチャ

ンスはほとんどなくなってしまいます。つまり統

計的に少数を占める人たちの登場の機会を統

計にあわせたら，視聴者はふれる機会がほと

んどないということです。

取材対象を選ぶ目的は格差のある社会を反

映することではありません。視聴者や読者が自
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分を取り巻く社会を理解するために必要な多様

な視点を示すことが目的です。例えば，女性が

男性とは違うものの見方をすることがあるとい

うのは，ほぼ間違いないでしょう。だとすれば，

ある分野の女性の専門家の割合が1％であろう

と100％であろうと，その視点や，男性とは異

なる問題解決の考え方など，男性の専門家で

は得られない見方を反映する必要があるので

す。より多様な人が登場することは，より多様

な意見，より多様な視点，より複雑な現実を

反映することができるということです。

公的な資格がある人だけが「専門家」ではない

公的な資格や学位などの肩書を持つ人だけ

が話を聞くべき相手だという意識も変えるべき

です。視野を広げ，生きた経験をもとに話がで

きる人を含める必要があります。親のほうが教

師よりも，患者のほうが医師よりも，理解が深

い事象もあるのではないでしょうか。暮らしの，

地域社会の専門家だっているはずです。取材

する「専門家」の世界を広げ，より多くの人の

声を反映していくことが必要なのです。そうす

れば社会がつくった格差に縛られることもなく

なります。博士号を持っている人，医師の資格

を持っている人に男性が圧倒的に多いという問

題をつくったのはメディアではありませんが，そ

の問題を乗り越え，真実を伝えていくために私

たちが果たすべき役割はあるのです。

多様な人々が自分を重ねられるような
存在を登場させることが大事

多様な人々を取り上げる意義は1つではあり

ません。放送に登場する人はいわば象徴的な

存在です。特定の職業などに実際に占める割

合を超えて，より多様な人々の姿や声を伝え

ることには軽んじることのできない意味があり

ます。人は身近に思える人物をニュースで見れ

ば，それは自分にも手が届くことだと考えま

す。それがなければ思い描く可能性も縮まりま

す。人々が自分を重ねられるような姿を示すこ

とは，社会の重要な情報源である我々の責任

なのです。

多様な人々に必要とされるために

2019年，NPRのCEOに就任したジョン・ラ

ンシングは，オーディエンスの多様化を図れる

かどうかが，NPRが今後，存続できるかどう

かを決めると表明しました。アメリカで暮らす

人々の変化に追いつくことができなければ，社

会に必要とされない存在になってしまうと。そ

れまで戦略目標の1つにすぎなかったダイバー

シティーを，戦略目標の中心に位置づけまし

た。NPRが公共メディアであることも1つの理

由ですが，これは公共に資することを標ぼうす

る報道機関であれば，同じように取り組まなく

てはいけない課題です。市民の大半を取り残

していくようでは，経営的にも成り立たなくな

るでしょう。

多様性が力を発揮したパンデミック報道

新型コロナウイルスによるパンデミック，それ

にジョージ・フロイド殺害事件を受けて，アメリ

カだけでなく世界中で不当な差別や格差に対

する抗議の声が巻き起こりました。差別や格差

はずっとあった問題でした。しかし，メディア

は，これまで取材・報道や人材の登用を怠って

きたために，伝えるに足る経験がない，取材で

きる人もいない，といった事態に直面しました。

NPRは幸いにして，パンデミックの直前に多様

性の向上に積極的に向き合うと決めていたの
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で，コロナ禍の中で突きつけられた問題を取材

できる体制を整えていました。

取材対象の確認も2020年にサンプル点検

から日常的なモニタリングに切り替えていたお

かげで，コロナ禍の報道を多様な視点を持っ

て行えているかを判断する材料を，次の定期

調査を待たなくても得られました。人種や民

族，社会階層といった問題などについてワーク

ショップなどを行っていたこと，人種問題を取

り上げるポッドキャスト番組『Code Switch』の

取材班を拡充していたことも力になりました。

この結果，NPRはパンデミックの間にラジオ

でもポッドキャストでもリスナーを増やすことが

できました。

ただ，私はオーディエンスや事業収入を増や

すために多様性を向上させろと言ったことはあ

りません。多様性の向上は公共サービスとして

のミッションを果たすために欠かせないという

ことに始まり，終わると考えています。

危機のたびに繰り返されてきたサイクル

今回，NPRが危機に直面してから行動を起

こしたのではなかったことはよかったと思って

います。多様性の向上を求める声は，危機が

起きるたびに上がり，各メディアが慌てて対応

をし，しばらくすると置き去りにされてしまうサ

イクルが繰り返されてきたからです。30年以上，

この仕事をする中で，何度も見てきたことです。

今度こそ本物なのか。それは私にもわかりませ

んが，これだけ長く，多様性への取り組みが

続くということは今までにはなかったことです。

メディアの生き残りがかかっている

社会の多様性を放送に反映することは，視

聴者の支持に支えられる放送業界の生き残

りをかけた課題になっていると考えています。

サービスや商品があふれる今，食品でも衣料品

でも何でも人々に選ばれる時代です。私たちの

多様性に向き合う姿勢も問われているのです。

最近，人材の採用で面談をした際に，応募者

から多様性についてどういう指針を持っている

のかを問われました。こうした場面でも，こち

らから姿勢をアピールしなくてはいけないとこ

ろにきているということを感じます。これはメ

ディア全体が問われていることであり，この問

題にどう対応できるかに，私たちの存続，将

来に向けたスタートラインに立てるかどうかが

かかっています。

（2022年2月8日インタビュー）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

ここまで，アメリカのメディアが多様性向上
を重要戦略に掲げた背景やその具体的な動き
について見てきた。多くの人が接するメディア
の発信に登場する人や引用される声，また，情
報の取り上げ方や取捨選択に影響を持つ人た
ち，取材や制作に関わる人たちが，社会の一
部の層に偏っている現状を改めようという動き
である。異なる視点や価値観が，同調圧力な
どに抑えられることなく発信できる環境をつく
るには，多様性（Diversity）だけでなく，包摂
性（Inclusion）が必要だが，そのためにも，ま
ず重要なのは問題の認識である。そのために
現状を可視化する試みが広がっている。

では，日本のメディアはこの問題をどうとら
え，どう向き合っていくべきだろうか。また，
メディアが社会の多様性を反映することは，日
本社会にとってどのような意味を持っているだ
ろうか。本連載 3回の締めくくりに，連載1回
目に報告したテレビのジェンダーバランス調査
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のアドバイザーでもある東京大学大学院情報
学環の林香里教授に話を聞いた。  

6. 日本におけるメディアの
   多様性の意義

東京大学の林香里氏はロイター通信社の勤
務などを経て，現在，東京大学大学院情報
学環の教授としてジャーナリズムとメディアを
研究している。林氏はまた，同大の国際・ダ
イバーシティ担当理事・副学長も務めている。
日本のメディアにおける多様性の欠如につい
ては，2011年の著書『〈オンナ・コドモ〉の
ジャーナリズム ケアの倫理とともに』と2019
年の編著『足をどかしてくれませんか。—メ
ディアは女たちの声を届けているか』で問題
提起し，2017年の著書『メディア不信 何が問
われているのか』でも，メディアと信頼に関わ
る課題として挙げている。我々のテレビのジェ
ンダーバランス調査では，指標の設定や対象
とする番組の選定などについてもアドバイスを
いただいた。今回はその調査結果から見えて
くる課題を出発点に，日本のメディアが多様
性を反映することの意味などについて話を聞い
た。記事は，インタビューを行ったうえで数回
のやりとりをして情報を整理し，編集した。

テレビ番組のジェンダーバランスを
数字として可視化したことで見えた偏り

文研によるテレビのジェンダーバランス調査 14） 

では，普段感じていることが数字になりまし

た。ニュース番組で発言した女性は肩書がない

一般人，市民や“道行く人”が多い。これに対

して男性はテロップで名前と肩書が出てくるよ

うな人が多い。また，登場人物の中で最も数

が多かった政治家には女性が少ない，といっ

た結果になっています。メディアの仕事は現実

をそのまま切り取ることなので，結果は今の日

本社会を反映しているにすぎないと言う人もい

るでしょう。確かにそれも偏りの1つの理由か

もしれないけれども，それだけなのか。テレビ

は現実を切り取っているだけではなく，女性を

登場させる際に「伝統的な女性の役割」を押し

つけ，それを固定し強調しているところがない

か，データを見て再考する必要があります。例

えば番組全般の出演者の年代を見ると，20代

までは女性が男性より多いのに，30代より上

は男性が大幅に増えます。20代と30代とで女

性の割合がここまでスパッと分かれるのは，お

そらく未婚の若い女性には視聴者を惹きつける

魅力があると作り手側が無意識に思い込んでい

る。その作り手の多くは男性であり，自分たち

の理想を投影している。つまり，女性には専門

知識は期待しないけれども，若い女性ならば

華やかさがあって，注目を集めるだろうという思

い込みがあり，それを反映しているのではない

でしょうか。その結果，30代以上の女性はだ

んだんお呼びでなくなるというのは，なかなか

ひどい話だと思いませんか。

女性がきちんと表象されていないという問題

だけでなく，話題の配分なども考える必要があ

ります。ニュースの話題は，政治・行政・政策林　香里 氏（東京大学大学院教授）
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がとても多く，次がスポーツ，経済，ビジネス，

国際，科学技術の順で，文化・芸能が少ない。

また，暮らしや福祉は，多くの人が興味のある

テーマだと思いますが，ビジネスの話題のほう

が多い。気象，環境，災害も少なかった。災

害が懸念されるとき，起きたときに集中的に報

道されるためかと推測しますが，それでは気候

変動が深刻になっている今日の世界の情勢と

かけ離れてはいないでしょうか。また登場人物

には若者や子どもが少ない。「若者や子どもが

声を持たない」とよく言われますが，それを裏

づける結果にもなっています。

従来の価値観に無意識のうちに縛られ，
社会の現実から離れていないか

ニュースで政局の話題や，政治家が登場す

ることが多いのは，メディアがさほど意識せず

に「フォローすべきものをフォローした」結果か

と思います。ジャーナリズムは，建て前として

は政府から独立して権力を監視し，自由に批

判する。しかし，そう言いながら，実は政治シ

ステムの中にはまり込んで政府と一体化してい

る，と指摘するメディア研究もあります。例え

ば安倍元首相の「国葬」関連報道に見られるよ

うに，批判をし，その是非についての論議を

報じたとしても，その“「国葬」儀 ”の映像が

中継で流れたり，大きく報じられたりすること

で，結局，政府の宣伝になっている。あるいは，

岸田首相の一挙手一投足が報道され，政府の

アジェンダが周知される。それらは一概にPR

とはいえなくても，取り上げることで今の体制

を擁護することにつながっていくという意味で，

メディアがシステムとして政治制度に組み込ま

れているという見方があるわけです。

一方で，世の中にはほとんど取り上げられな

いような話題があり，それを発掘していくこと

で社会の多様性を担保していくのもジャーナリ

ズムの役割のはずです。しかし，日本のメディ

アはそうした多様性への配慮が十分に機能し

ていません。これは，メディアの人たちがサボっ

ているからできていないということではありま

せん。むしろ逆で，一生懸命やればやるほど，

報道が画一化していく傾向がうかがえます。と

いうのも，ニュース価値や，テレビ番組がどう

あるべきかということに関して，これまでのお

決まりのフォーマットがあって，「優秀な」記者，

取材者ほど，そのフォーマットが求めるものを

追ってしまう。今，それをずらし，打破してい

かなければならないということを私は提言した

いのです。

マスメディアの「フォーマット」を
見直すときがきている

今，テレビの中の世界より，社会のほうがグ

ローバル化と多様化が進んでいるように感じま

す。テレビが若者の声をあまり取り上げず，い

つも白髪頭の中高年男性ばかりを登場させた

り，高齢者のための情報が多かったりすれば，

若者は離れていきます。マスメディアがもっと

社会の多様性を反映させる努力をしなければ，

いずれ市民に見放されてしまうと思います。

日本社会にも多様な国籍や人種の人が増え，

家族の姿も専業主婦とお父さんと子ども2人と

いう典型的な核家族は少なくなり，共稼ぎやシ

ングルで生活している人も多い。子どもを取り

巻く状況も，不登校児童数が過去最高になる

など，さまざまな問題が浮かび上がってきてい

ます。ところが，今までのフォーマットにあて

はめると，ニュースであればやはり政治が先，

次に経済で，最後のフラッシュニュースにそうし
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た「雑報 」が出てくるという順番になることが

多い。その変革のブレーキになっているのは，

戦後の価値観にもとづく無意識の思い込み，

アンコンシャスバイアスです。このままでいい

のか，ニュース価値の判断基準は何なのか，一

度ゆっくり考えてみたほうがいいかもしれない。

例えば科学といえば男性，消費者といえば

女性，といったステレオタイプを助長していな

いか。日本人の肌や髪の色だっていろいろあ

ることを考慮しているか。そういう小さなとこ

ろから点検を始め，さらにニュースの順番や番

組全体のフォーマットも意図的に変えてみても

よいのではないでしょうか。多様性を反映すれ

ば見放されないかというと，それはわかりませ

ん。しかし，少しずつでも実験的に変えてみる。

すぐに答えが見つかるわけではなく，いろいろ

なことをやってみないと，どんな変革が必要か

はわからないでしょう。

マスメディアの取材・制作現場の人たちに

は，一生懸命やればやるほど視野が狭まり，

社会の現実から乖離していくようなニュースづ

くりをしているのではないか，一度立ち止まっ

て，そのあたりの根幹の部分を意識的に考え

てみてもらいたいのです。そしてそれ以上に，

メディアの経営陣には，マスメディアが担うべ

き役割を自分たちが果たせているのか，根本

的に見直してほしいですね。

定義のない社会現象をすくい取る，
市民のための公共メディアの必要性

インターネットで情報がいくらでも手に入る

時代になり，特に若い人はなぜNHKに受信

料を払う必要があるのかと考えるようになって

います。本当は若い人だってYahoo!ニュースと

かLINEニュースでNHKのニュースを受け取っ

ている。でも，その自覚がないし，そのニュー

スはタダだと思い込んでいる。だから，べつに

NHKがなくなっても大丈夫じゃないか，と思っ

ているのです。

しかし，ネットではアテンション・エコノミー

が全面展開し，資本主義論理に完全支配され

ています。市場原理でお金が儲かるコンテンツ

や政府が伝えたいことばかりを伝えるのではな

く，そうしたところから漏れ落ちてしまうもの，

例えばマイノリティーの声や，まだ定義のない

社会の現象，それらをすくい取ったり，つか

み取ったりして，それをほかの「儲かるニュー

ス」と同じぐらい重要な課題として光をあてて

報道する，そんなメディアを社会は必要として

います。そして，それはほかでもなく，公共メ

ディアの役割ではないかと思っています。

日本では「公共メディア」についての理解が

圧倒的に欠けていて，NHKの中でさえ，国が

右と言ったものを左とは言えない，などという

ような理解をする方がいらっしゃる。また，最

近は，視聴率が存在意義の1つの指標にも

なっているようですが，当事者の数が少なくて

も重要な問題があり，とりわけ小さな声をすく

い取っていくのが公共メディアだということを，

もっともっと社会に説明してもよいのではない

かと思います。公共メディアが存続するために

は，視聴率が上がらなくても，より長い目で見

て，市場からも政府からも独立した私たち市民

のためのメディアが必要だ，という合意を醸成

していかなければなりません。国家でもなく，

ビジネスでもない，いわゆる「公共圏」が生み

出す人間社会の豊穣な情報とはどういうものな

のか，皆で改めて考える必要があります。その

ためにも，今回の文研の調査のように，デー

タをもとに，ここが足りないからもう少し頑張



84 JANUARY 2023

ろうとか，もっとここを改善したらいいとか，

そういうことを地道にやっていくしかないので

はないかと思っています。

データをより広範囲に継続的に公開することで
市民を巻き込んだ議論を

日本では体系的にアーカイブした放送番組，

あるいはマスメディアの資料へのアクセスが限

られ，欧米のようにデータを使い，内容を分

析して定期的に研究調査の結果として報告す

るシステムが出来上がっていません。これにつ

いても，まず公共メディアが率先して，より広

範囲な映像データの学術目的の利用を認める

モデルをつくってほしい。公共放送は受信料で

番組を制作しているのですから，公共の映像

がどういうものなのか，振り返って検証し，デー

タ化することには大きな意味があります。番組

にどんな多様性があり，例えば日本で問題に

なっている女性の社会への参画率，女性の地

位などをどう描いているのか，そうしたデータ

が時代の流れや時間の経過に沿って体系的に

提示されることによって，そこからいろいろな

議論ができます。NHKの番組について語り，

そこから社会についても話ができれば，NHK

にとってもよいことのはずです。これはNHK

以外のテレビやマスメディアにもあてはまりま

す。批判されて困るという姿勢ではなく，ここ

からどうやって社会の皆で放送をよりよいもの

にしていくか，というポジティブ志向で考えて

ほしいですね。

マスメディアの人たちは，市民に批判や議論

を委ねると炎上するとか，アジェンダは自分た

ちが決めるものだとか思い込んでいないでしょ

うか。市民のメディア不信がよく話題になりま

すが，メディア側の市民不信も相当なものです。

メディアのあり方を市民とともに考えるといった

イベントは単発的にはありますが，より体系的

かつ継続的に情報を提供することが重要だと

思います。情報があればあるほどいろいろな考

え方ができ，人々にもメディアリテラシーが身

につきます。メディアのほうから積極的に市民

にアプローチしてもらい，学校教育や市民講座

などの場でもデータを活用しやすくすれば，議

論の場も広がり，関心度も増すと思うのです。

マスメディアが市民を信頼せず，市民に情報を

公開することに躊躇するような姿勢が，マスコ

ミ離れにつながっているようにも思います。

ジェンダー問題が周縁化されてきた日本

海外に比べ，日本ではメディアの多様性や

ジェンダー問題について継続的・俯瞰的な調

査があまり行われてこなかったもう1つの理由

は，研究者の間にも長く偏見があったことで

す。メディア研究の中で，ジェンダー研究は完

全に周縁化され，研究者のキャリアとしても，

あまり認められてきませんでした。研究資金や

アーカイブ・リソースなども完全に男性研究者

が牛耳っており，ジェンダー研究は「研究では

なく運動だ」という空気があったのです。実は，

私自身もある時期までは，そう思っていました。

しかし，年を重ねるにつれて，偏っているのは

男性目線中心で発達してきたメディア研究のほ

うだと思うようになりました。今でこそ民放労

連がテレビやラジオの職場の女性の比率を調

べたり，この文研のテレビのジェンダーバランス

調査もあったりしますが，数年前まではジェン

ダーという言葉もあまり使えず，調査しようとし

ても門前払いを食うようなところがありました。

また，2000年代には激しいジェンダー・バッシ

ングもあり，性教育やジェンダーをテーマにし
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た講演会は中止になり，身の危険を感じるよう

な脅しを受けた人もいます。そうした中で一部

の研究者と実務家が地道に研究を支えてきま

した。

社会全体においても，ジェンダーというのは，

客観中立のジャーナリズムでは必要のない概念

だという空気がとても強かったと思います。日

本は海外との間に言葉の壁があり，欧米メディ

アと違って日本メディアは日本語圏に閉じこも

りやすいため，諸外国の動向を気にせずに済

む状況もありました。国内にしか競争相手がい

ないため，戦略を立てるかについても，海外

を見る必要がない。よって，ますます内向きに

なり，男の社会，男の価値観がそのまま反映

されたメディアが生き延び，メディア研究も同

様の状況にあった。しかし，最近はさすがに，

これではだめだという雰囲気が広がり，ジェン

ダー視点にこだわるのは偏っている，逆差別だ

などと言う人は少なくなりました。心の中でどう

思っているかは別ですが，まず建て前を変え

ようというのは，上野千鶴子氏が指摘されて

いることで，そこがやはり1つのスタートだと思

います。

社会の「現実」をかたちづくるマスメディアは
多様な声を届ける拡声器であるべき

日本のマスメディアは受信料制度を持つ

NHKはもちろん，民放であれ，新聞であれ，

多かれ少なかれ，公共性があるものとして一定

の優遇を受けています。例えば新聞の定期購

読には消費税の軽減税率が適用されているし，

民放も電波の割り当てを受け，テレビ放送は

一種の寡占状態に置かれています。ですから，

社会への影響力も公共的な任務もなくなって

はいません。インターネットの時代にはいろい

ろな情報源があるけれども，〇〇テレビがこ

う言った，こういう放送があったから本当なん

じゃないか，といったお墨つきをマスメディア

が与え，社会の「現実」をかたちづくっている

のも事実です。

だからこそマスメディアには，社会に声が届

かない人々の拡声器となって声を広げていく，

あるいは人々の気づきを助けるよう社会の可視

領域を広げていく役割がある。公共メディアが

より大きな責任を担うべきですが，マスメディ

ア全体の役割でもあります。娯楽番組であれ，

ニュースであれ，教育的な機能があるのです。

社会をインクルーシブ（包摂的）にしていくた

め，最近ではDEI（Diversity：多様性，Equity： 

公平性，Inclusion：包摂性）という3つの価値が 

重視されるようになっています。マスメディアの

課題はこのうち「Ｄ」だけではなく，「Ｅ」と「I」

がかなり大きい。「E」は皆が同じような位置

につき，それぞれ声を発することができる環

境をつくること，「I」は声を発せられない人に

も声を反映する機会をつくること，この部分で

マスメディアが果たせる役割はまだまだ大きい

と思います。

「社会をつなぐ装置」として
次の一手を考えるときがきている

最近は社会が分断されている，だから人々

をつながなくてはいけないという話もよく持ち

上がります。一度分断されたこの社会をもう一

度つなぎ直すには，何をもとにコモンズ，すな

わち公共の空間をつくっていくか，という議論

が必要です。血統だ，民族だといった安易な

絆は，人々を排他的なナショナリズムに引き込

むことにつながりかねません。そうではなく，

人と人とを新たにつなぎ直すためにはどうする
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か。これができるのは公共メディアであり，マ

スメディアではないでしょうか。新聞や民放テ

レビも含め，マスメディアはマスにアピールする

ものであり，マスに一遍に到達するという意味

で，人々をつなぐものをつくることができるポ

ジションにある，社会的な装置です。今，その

装置として次の一手を考えるときがきていると

感じています。その際にやはりダイバーシティー

（多様性）とインクルージョン（包摂性）を意識

することが重要です。

あらゆることがメディア化されたこの社会で

は，声を上げないかぎり「存在」しない。グロー

バル化して社会が広がる一方で，そこにどうい

う人がいるのか，メディアが伝えないかぎりお

互いにわからない。先ほども述べましたが，メ

ディアで可視化されて初めて存在として認めら

れる，という現実があります。例えば女性への

暴力，痴漢，生理の貧困などは，すべて以前

から存在した問題ですが，まったく可視化され

ず，社会には見えていなかった。それをマスメ

ディアがマスに到達させ，アジェンダとして設定

したことによって，初めて女性たちの間で何が

起きているかを皆が理解し，問題であるという

認識が広がり，政策面や法制度における対応

を検討することにもつながりました。つまり人

だけでなく，そこから発せられる声，アジェン

ダ，テーマが可視化されることによって，人々

が現状を変えるために力を発揮でき，当事者

たちも「政治的有効性感覚」を得るわけです。

多様な存在を取り込んで，社会のルールや

制度を決めていく，多様な声をきちんと可視化

して皆で物事を決めていくことが民主主義の

基本です。しかし，いまだに，例えば女性の

声は小さく，存在しないかのように扱われ，男

性だけの話し合いで多くの物事が決められると

いった非民主的なことが起きています。マスメ

ディアは多様性ということを常に意識し，現実

社会で小さくなっている人々をより大きな存在

にしていくことにより，異なる立場の人たちを

よりよく理解し，つながりも育む，皆が暮らし

やすい社会をつくる，そうしたところで力を発

揮することが今こそ求められています。

おわりに

社会の多様な人々の姿や現実，視点や価値
観をメディアが反映することは，メディアの公
平性，正確性，信頼性，生き残りということ
だけではない。社会における多様な人々の存
在を広く認識し，ステレオタイプにとらわれな
い，より複雑な現実への理解を深めるために
も必要なことである。さらに，人々が，自分た
ちの声や存在が社会の中で意味を持ち，社会
を変えていくために力を発揮できるという「政
治的有効性感覚」を持つことにもつながる。逆
に言えば，メディアが社会の多様性を反映しな
ければ，それは偏った「現実」をかたちづくり，
無理解や分断，無力感にもつながるということ
である。

公共サービスとしてのマスメディアは，自ら
点検を行うとともにデータを公開し，より幅広
い市民を議論に招き入れて将来のありようを考
えていくべきではないか。林香里氏の提言は，
キース・ウッズ氏の指摘，海外メディアの試み
とともに，転換期にある日本のメディアにとって
示唆に富むものではないかと考える。筆者たち
文研チームとしても，テレビやメディアのジェン
ダーバランスを含めた多様性に関わる取り組み
や実態を継続的に調査・公表していくことで，
より多くの人がこの課題について考える手がか
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りや議論の材料を提供していきたい。
（あおき きみこ/おおたけ あきこ＊/おがさわら あきこ）

＊現在は，NHKエデュケーショナル所属

記
　2022年5月号（P5 左段上），8月号（P83 左段下）
で，テレビのジェンダーバランス調査結果の図2，
番組全般の「年代別 女性・男性の出演者数」の
サンプル総数表記（n=8,480）に誤りがありました。
正しくは（n=6,454 ※年齢の登録がある者のみ）で
した。お詫びして訂正します。
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